
予算委員会 H20.2.21
武正公一提出資料

政策課題の
小項目

箇所数口延長等 実績値
(平成15年度～平成18年度)

実績値からの10年分 事業量
(施策内重複整理)

１

・
国
際
競
争
力

の
確
保

①基幹ネットワークの整
備

基幹ネット 糸1940km 糸旬2,350km 22.7ツヒF弓

・拠点的な空港・港湾か
らICへのアクセス改善
・国際標準コンテナ車の
通行支障区間の解消

・5箇所
・5区間 ※2

'125箇所
・50区間

1.1ツ毬円

２

・
地
域
の
自
立
と

活
力
の
強
化

②生活幹線道路
ネットワークの形成

約2,300区間 ※1 約1,000区間 約2,500区間 7.0ツヒ円

③渋滞対策 約3.000箇所 約900箇所 約2,250箇所 21.6ソヒ円

④開かずの踏切等を
除却する対策

約1,400箇所 約40箇所 約100箇所 4.1兆F司

３

・
安
全

・
安
心
の
確
保

⑤耐震対策 糸910,0001喬 約3,900橋 約9,750橋 1.5ツヒ円

⑥防災口防雪対策 約6,000区間 糸旬4,400層EFE5 約11,000区間 1.6兆円

Э安心な市街地形成
(道路面積増加分)

約150km2 約40km2
(約1.lkm2)

約100km2
(約2.75km2)

1.9り毬円

Э交通事故対策 約40,000区間 約9,600区間 約24,000区間 34リヒ円

Э通学路の歩道整備 約25,000km※ 1 糸勺1,800km 糸14,500km 2.8リヒ円

⑩踏切の安全対策 約1,900箇所 約160箇所 約400箇所 0.5ツヒ円

①橋梁等の修繕・更新、
維持管理 約10万橋 ※1 約3,500橋(修繕)

約 290橋(更新)
約8,750橋(修繕)
約 725橋(更新)

7.2ツヒF可

４

・
環
境

の
保
全
と
豊
か
な

生
活
環
境

の
創
造

⑫地球温暖化対策 ③、④ 22箇所  ※〔 73.4箇所
(再掲)

25.7りLR

Э大気質対策 約30箇所 約1,100km※ 〔 約3,666.7km 0.2りLR

Э騒音対策 約2,700km 約1,600km 糸旬4,000km 1.7リヒ円

⑬バリアフリー化

(バリアフリー)
縦〕6,400km
(駅前広場)
約900箇所

約160箇所 約400箇所 1.5リヒ円

⑬無電柱化 約 3,700km 糸旬970km 糸92,425km 1.5リヒ円

※1.地方単独事業分を除いている。

※2.国際コンテナ通行支障区間は平成18年6月に抽出のため、実績は平成18年度分

※3.実績は平成15～17年度

出典:国土交通省  集計・作成:武正公―事務所



平成20年 度蔵出予算のうち過年度国庫債務負担行為の菫出化額

同溝整備事業費補助

業費補助

業

共同清整備事業費補助

交通連携推進事業

通安全施設等整備事業

事故重点対策事業

全市街地整備道路事業費補助

北海道交通安全施設等整備事業

北海道交通事故重点対策事業

安全市街地整備道路事業費補助

道交通連携推進事業費補助

沖縄道

―

事業
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出典 :国土交通省作成資料



事 項
20年 圧

歳出予算額

うち国庫債轟負担行為の歳出化

15J ]6J 17J 18J 19転 20年 計

沖縄交通事故重慮対策事業 Щ 000

L A.嘔 Q。颯

―

11,1■ 0卸 36.93零 フ9

‐ 000 2 0 0脚

地域連書推進事業 9。552側 1観 G鴫 剛 9■17650C 349.17■ 733

道路責産取得 Q745.153 6,7朽 .153

道路調査

地城連携推進事業費補助

38,270.CttЮ 32即 :0餌

4.750,75面

42000

1200鴻.は 571.500 3102卸

"74=500

14,9倒L剛 24=5271X鷹

北海道地域連携推進事業 134調 7脚ЮЮ

'4.664ρ
ЮЮ

1,397:田5 ■608515

225250

42飢 000

■G25脚

4.935.IЮ□ 56=900,5“

北海道地域連携推進事業費補助 2“ .000 6.5C■2関

2,コロQ囲離島

―

進事業費補助 22■6aα田 1,1“:剛 1,545脚 55。000

沖縄地域連携推進事業 16出 田 1,50■277 l Q220脚 2240脚 14認 3.277

沖縄地城連携推進事業費補助 2009,000 1■89』用Ю 1,701』田 2016ユ 厠 4。000』用用

交通円滑化事業

交通円滑化事業費舗助

400。138ρЮ0 31593,250 10,1還 、000 恥.196β‖1 1451C晰曖.000 69,1“‖聰000 208,003,191

58,250(XX 683)500 7乳 000 2r鴻 11C口曰 ■lfQ口 961.250 8,コ嘔,7側

北海道交通円滑化事業 4,501lXX

■136100C

r.510爛 151QO∽

北海道交通円滑化事業補助 lJl脚 lJl脚

沖縄交通円滑化事業 ■567劇ロ 6Q510 1綱 脚 1.000脚 3`120,510

沖縄交通円滑化事業費補助 17.101』用Ю 4.302鯛 7●■000 5,67.α国

91MttL40□固路改築附帯工事 200卿 7社 000 1,9舅』9日 ι674.3'2 2βめ、110

遭路章桑受託工事 24撻 .00G 252670 7,466,500 Oβ22」αЮ 1■641,170

ム
ロ 計 ■61Q095,940 □ 1■342,587 37,18648 112731.902

"8417β
72 215.149Jオ〔 888,327,750

※20年 度歳出予算額の合計は
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高規格幹線道路の供用延長
(単位 :km)

〈注〉1.高速自動車国道の()内 は、高速自動車国道に並行する一般国道自動車専用道路である
(外書きであり、高規格幹線道路の総計に含まれている)

2.一般国道自動車専用道路の供用延長には、一般国道のバイパス等を活用する区間が含まれる
3.総延長は、高速自動車国道においては、国上開発幹線自動車道建設法第3条及び高速自動車国道法

第3条、本州四国連絡道路及び一般国道においては、国土交通大臣の指定に基づく延長を示す

※ 高速自動車国道の内訳は、下表のとおり

(単位 :km)

整備計画

延  長

19年度末
供用延長
()進 捗率

20年度末
供用延長
()進 捗率

有料道路方式区間 8,520 7,532 : (88%) 7,589 (89%)

新直轄方式区間 822 ９

“
(3%) 36 (4%)

合計 9,342 7,553 (81%) 7,625 : (82%)

〈注〉1.高速自動車国道の基本計画延長は、国土開発幹線自動車道建設法第5条に基づく
延長で、10,623kmある

(2)地域高規格道路の路線 ・区間の指定状況

成20年

〈注〉1.候補路線
2.計 画路線

3.調 査区間

4.整 備区間

5供 用延長

:ず董庭露曇竺雰抵晨塗F露顧基環慮畠籍肇
F市計画、環境影響評価等の調査を進める区

肇晟言[警』言藝][[]誓暑I:こ][171「こ量曇違0[J響
評価手続き、予備
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総延長
19年度末
供用延長
()進 捗率

20年度末
供用延長
()進 捗率

高規格幹線道路 14,000 9,332 (67%) 9,476 (68%)

高速 自動車国道※ 11,520

(712)

7,553

(72%)

(66%)

(720)

7,625

(72%)

(660/0)

一般国道 自動車専用道路
(本州四国連絡道路を含む)

2,480 1,067   1(43%) 1,131 (46%)

半 1

候補路線 計 画 路 線

路線数 路線数
路線指定
延  長

調査区間
延  長

整備 区FEl

延   長 う ち
供用中

地 域 高 規 格 道 路 110路線 186路線 約 6,950km約 1,168km 3,183km 1,836km

出典 :国土交通省作成資料



公 益 法 人 名
所管官庁出身
常勤役員数
(常勤役員数)

現金預金
基本財産の
うち預金等

特定資産の
うち預金等

道路特別会計
からの受託事業費

(平成18年度)

(財)道路開発振興センター 3(4) 5724万 円 6億 3700万 円 1億463万 円 5892万 円

(財)国土技術研究センター 4(4) 2億 6388万 円 4035万 円 16億 1008万 円 18億 9349万 円

(財)道路新産業開発機構 3(3) 5億 3796万 円 13億 円 9億 5700万 円 18億 9336万 円

(財)道路保全技術センター 3(3) 23億 7207万 円 8168万 円 4億 円 81億 3058万 円

(財)道路空間高度化機構 2(2) 2億 1262万 円 180万 円 4億 1026万 円 6億 2830万 円

(社)国際建設技術協会 5(5) 7214万 円 1億4814万 円 2億 2943万 円

(財)計量計画研究所 1(4) 2億 2791万 円 1億円 1000万 円 11億 8721万 円

(財)駐車場整備推進機構 3(4) 3億 4209万 円 7億 2500万 円 8億 590万 円 2億 4823万 円

(財)道路管理センター 2(3) 5億 6941万 円 5億 2071万 円 10億 7547万 円 7675万 円

(財)道路環境研究所 1(1) 1億 1258万 円 5億 1500万 円 9億 9887万 円

(社)関東建設弘済会 5(5) 5億 1015万 円 41億 9000万 円 68億 7643万 円

道路整備特別会計による支出(平成18年 度)を受けている主な公益法人の内訳

5

理事0卜)

評 議 員

理事長(非)

理事 (J卜)

理事 (非)

理事長(非)

理事長(非)

理事長(常)

出典:国土交通省   集計・作成:武正公―事務所



* 出捐金の使用内訳

基本財産

特定資産(事業運営資金積立金)

事務所敷金

公益事業等支出

*有 価証券の購入年月及び年限

*毎 年の返済額と借入残高

*(財 )道路新産業開発機構の出捐金は

10百 万円

7億2,500万 円

5億  590万 円

4,300万 円

l億4・610万 円

14億 2,000万 円

購入年 月 年 限

ノムラヨーロッノくファイナンス 平成16年 6月 15年

平成17年 5月 15年

平成18年 6月 20年

ノルウェー輸 出金融公社 平成16年 11月 15年

ドイツ復輿金融公社 平覇れ7年112月 20年

ソシエテ・ジェネラル金融子会社 平成17年 7月 30年

借入残高

6

出典 :(財 )駐車場整備推進機構



所管官庁出身理事が3分の1を超える法人(国所管法人)の常勤理事について

H18.10.1現在

官庁名 法人数

理事総数 所管官庁出身理事数

(総数)
人

うち常勤
人

(総数)
人

うち常勤
人

内閣府 4 51
う
０ 2

警察庁 7 68 8
．７

金融庁 2 26 4 1 1

総務省 41 447 69 27

法務省 16 198

外務省 7 10G 8

財務省 8 78 13

文部科学省 32 325 68 1

厚生労働省 41 453 7C 56

農林水産省 41 611 9C 266 76

経済産業省 32 350 81 161

国土交通省 122 1,907 328

環境省 3 44 4

防衛省 14 326 20 200
一５

１

２

３

注

注
・注

本データは、平成18年10月1日時公益法人概況調査結果によるもの。

共管法人においては、相手方省庁出身理事数を含めてカウントしている。

総計については共管法人の重複を排除した実数。
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出典:総務省作成資料



H18.10.1現在

官庁名 法人数

内閣府 23

警察庁 31

金融庁 22

総務省 116

法務省

外務省 19

財務省 149

文部科学省 93

厚生労働省 356

農林水産省 235

経済産業省 272

国土交通省 554

環境省 29

防衛省

国所管法人のうち所管官庁出身常勤理事が
常勤理事の3分の1を超える法人について

総計 1,763

注1)本 データは、平成18年10月1日時公益法人概況調査結果によるもの。

注2)総 計については共管法人の重複を排除した実数。

出典 :総務省作成資料
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政 ・官の在り方

1.基 本認識

< 省 略  >

2.対 応方針

政府の政策決定における内閣主導を徹底する観点に立ち、以下
の措置をとるものとする。その際、副大臣、大臣政務官は、 「政」
と 「官」の関係について、大臣の指示に基づき、 「国務大臣、副大
臣及び大臣政務官規範」に定める役割を適時適切に果たす。
〔1〕 「官」は、国会議員又はその秘書から、個別の行政執行 (不

利益処分、補助金交付決定、許認可、契約等)に 関する要請、
働きかけであって、

豊揮選罐穿鍵環選手ff選 暉誠券錐、 管策の推進における公正中立`

対応が極めて困難なものについては、大臣等に報告するもの
とする。報告を受けた大臣等は、要請、働きかけを行った国
会議員に対 し、内容の確認を行 うとともに、政 ・官の関係に
ついて適正を確保するなど、自らの責任で、適切に対処する。

〔2〕 法律案の作成等、政策立案の過程における 「官」から 「政」
への働きかけは、大臣等の指揮監督下にあって、その示 した

方針に沿ってこれを行わなければならない。
〔3〕 『官」は、大臣等に報告すべき情報を秘匿した り偏った情報

提供を行 うことのないよう、報告責任を全うし、国家公務員
法の精神に則 り、国民全体の奉仕者として、 「基本認識」で
明らかにした 「官」の役割を誠実に果たすものとする。

〔4〕 「官」は、上記 〔1〕 によ り大臣等に報告するものについては
時 ・

日
せ

“”
△
ロ

月
申

７
〈〓

年
談

‐４
懇

成
僚

平
閣

大臣等
の確認を経た上で保存する。この場合及び上記 〔2〕 で記録
を保存する場合、記録の正確性を十分確保することろし、詳細

〔5〕 馨諄唇窯拿急r碩 7魯 孟藻垢果適務憲舌磐余量警課長番号手
。

部下を指導監督する。また、必要に応じて、大臣等と解決に
向けた協議を行う。一府省の問題といえども問題の性質によ
つては、内閣として対応する。
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出典 :内閣官房作成資料より抜粋


